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２ 対応策としての具体的な取組・・・（１２ページ） 

・メンターチーム等が教師を育てる、学校を変える 
・教員のキャリアステージにおける人材育成指標及び教職員研修体系の再構築 
・教職員のキャリアステージに応じた教職員研修 
・初任者研修 
・リーダーシップ開発研修 
・人材育成マネジメント研修 
・エキスパート研修 
・学校の自主性・自律性を高めるＯＪＴ支援 
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・管理職人材育成指針と管理職研修 
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・これからの時代に求められる教員としての資質・能力の向上に向けた取組 
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・臨時的任用職員・非常勤講師研修、採用前研修、サポートボランティア 
・よこはま教師塾「アイ・カレッジ」 

３ 大学等との連携・協働・・・（４８ページ） 
４ 資料 

・教員のキャリアステージにおける人材育成指標 
・教員のキャリアステージに応じた教員研修体系 
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１ 横浜市の現状

1

2



2

人材育成の現状と課題
学校を取り巻く社会状況の変化とそれに伴う課題

○社会状況や子どもの変化等を背景に、学校の担う役割は
一層拡大し多様化して いる｡

○学力向上、地域との連携、保護者等の多様化する教育
ニーズ等への対応等、今までの経験や方法では対応しきれ
ない状況がある。

◆学校の課題を迅速・的確にとらえることが必要。

◆管理職のリーダーシップのもとで教職員の力量向上を図り、
組織としての力を発揮することが必要。

◆マネジメント力を高め組織を管理･運営する力をもつことが
必要。

◆組織の基盤となる教職員の人材育成について、事務局と
学校現場が協働してあたっていくことが必要。

3

平成２７年度 初任者研修対象者

６３３名
小学校 ３６３名 中学校 １８３名 高等学校 ２０名
特別支援学校 ４４名 養護教諭 ２３名

4
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横浜市の学力について
平成26年度 全国学力・学習状況調査の結果から

〈全体について〉
・ 小学校及び中学校の国語及び算数・数学の２教科の調査結果は、全国の平均正答率

とほぼ同じか上回っている。
・ 「知識」に関する問題（Ａ）では、小学校及び中学校の国語、算数・数学の調査結果に

おいて、全国の平均正答率とほぼ同じである。
・ 「活用」に関する問題（Ｂ）では、小学校及び中学校の国語、算数・数学の調査結果に

おいて、全国の平均正答率を１ポイント以上上回っている。

横浜市の体力などついて
平成26年度 全国体力・運動能力、運動習慣調査の結果から
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横浜市のいじめの認知状況

平成23 年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査
※｢暴力行為｣・「いじめ」・「不登校」の状況調査結果 平成24 年9 月11 日

教育委員会事務局 人権教育・児童生徒課資料より

7

横浜市の不登校児童生徒の状況と効果のあった取組

①登校を促すため、電話をかけたり迎えに行ったりした
②保健室等特別の場所に登校させて指導にあたった
③家庭訪問を行い、学業や生活面での相談にのるなど様々な指導・援助を行った
①登校を促すため、電話をかけたり迎えに行ったりした
②保健室等特別の場所に登校させて指導にあたった
②スクールカウンセラー、相談員等が専門的に相談にあたった

小学校

中学校
（②は同数）

8
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知的障害

自閉＋要配慮

視覚障害

聴覚障害

言語障害

肢体不自由

病弱

特別な支援を必要とする教育相談・就学相談

9

教員の指導にのぞむこと（複数回答）

（平成２３年度 横浜市教育意識調査 報告書概要版より）

教育への責任感・使命感

社会人としての一般常識

問題行動への適切な対応

10
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教職員の業務における実態

横浜の一週あたり勤務時間

（本市での業務実態調査から１週間あたり勤務時間を算出）

ＯＥＣＤ平均 日本 横浜市中学校 横浜市小学校

１週あたり
勤務時間

３８．３時間 ５３．９時間 ６５．４時間 ６３．０時間

平成２６年９月 教育政策推進課 「教職員の負担軽減について」

11

教職員の業務における実態

○教職員の勤務日の業務時間の平均
１１．４５時間

うち時間外 ２．９５時間
○教職員の休日の業務時間の平均

２．５７時間
○月４日以上休日出勤している割合

３５．９％
※中学校では、月４日以上出勤している割合が６０．９％

月８日以上が ２２．２％

平成２６年９月 教育政策推進課 「教職員の負担軽減について」

12
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教職員の業務における実態

課題点

・「調査・報告」や「会議・打合せ」など事
務に負担を感じている

・勤務時間内に「授業準備」等にかける時間
が十分でない

・副校長が学校運営や教職員の育成に十分関
われない

・保護者への対応が多様化するとともに、特
別な支援を要する児童生徒が増加している

など

平成２６年９月 教育政策推進課 「教職員の負担軽減について」

13
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◆人材育成に向けた
調査の結果から

14
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小学校
２０名（7.6%）

中・高等学校
２１名（10.3%）

特別支援学校
３名（2.1%）

○疲弊感（ﾊﾞｰﾝｱｳﾄ状態）

全体では

元気
しかし

支援の必要な
初任者が存在

離職に
つながる

調査

初任教員への意識調査より

15

調査

○孤独感

小学校
４３名（16.3%）

中・高等学校
５３名（25.8%）

特別支援学校
７名（10.7%）

コミュニケーションのあるところに

学びあり
コミュニケーションのないところに

課題あり

初任教員への意識調査より

16
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想像していた教員像と現実には違いがあった
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採用される以前に想像したよりも仕事が多かった
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自分が大切にしたいと思った
指導・支援ができないと感じた
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19
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教員を取り巻く環境

①同僚としてのつながり

経験ある斜めの上の先輩教師

②時間の確保
教材研究と校内研修を支える

③長期にわたって育成をとらえる
保護者との信頼関係

斜め上の
先輩教師
の少なさ

職場の
多忙化

失敗を許容
しない社会の
雰囲気

21

リアリティショック

・初めて社会人となり、役割や責任が
のしかかってくる

・初めての横浜、初めての生活
・初めての教員
（３／３１まで学生、４／１から先生）

２・３年目にモチベーションが下がる
（Ｊカーブ）

22
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人材育成の現状と課題
学校現場における人材育成の現状と課題

○ 人材育成の機会は校外研修・校内研修ともに設定されてはいたが、

個人の意欲や自己の課題に基づくという考え方が根底にあるため、

教職員の意識に任されている面が多い。

○ 経験の浅い教職員が増加する中、ＯＪＴ機能が低下してきている。

○ 職務の高度化、広範化が進むため、職務遂行の能力の向上を一人

ひとりの意識や努力に負わせるだけでは十分とはいえない。

○ 校内の人材育成は管理職の意識や取組の差があり、学校によって

違いが大きい。

◆ 人材育成をキャリアステージに応じて意図的・計画的に行うことが必

要。

◆ 登用や人事異動による適材確保を進める。

◆ 管理職の人材育成を組織的・計画的に推進する。

23

24

２ 対応策としての
具体的な取組

24
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教員の人材育成教員の人材育成

• 意図的な人材育成

経験の浅い人を中心に
すえた人材育成

25

初任者

２年目

３年目

リーダー
シップ開

発

人材育
成マネ
ジメント

エキス
パート

メンターチーム等のキホン

○ メンターとメンティ

メンター メンティ
・知識や経験の豊かな
教職員

・初任者

・経験の浅い教職員

26
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○ メンタリング活動

コーチング
コツを教える。フィードバックをする。

ロールモデル
教職員として望ましい行動、姿を見せる。

カウンセリング
積極的傾聴によって問題解決を助け
る。

フレンドシップ
仕事だけでなく、日常生活にも関わり、
社会人としての自立をうながす。

など

信頼・自己開示
→成長・自立

メンターチーム等のキホン

27

チームで

教師力の向上

○ メンターチームでの同僚性

・メンター自身の学び

・コミュニケーション能力の向上

・人的ネットワークが広がる

・自らのキャリア形成を考える

・仕事の意義の明確化 ・安心できる場をつくる

・課題解決をとおして

「仲間意識」の向上

・ピア関係の形成

・孤立感の払拭

複数のメンター 複数のメンティ

メンターチーム等のキホン

28
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○ 授業研究に特化

○ 学級経営に特化

○ 校内研修に特化

○ 学校運営に特化

メンターチームで授業研究会

掲示板ツアー～見えてきた学級学年経営～

縦割りチーム編成で学ぶ

学校の将来像を語り合う

メンターチーム等の姿

29

校内に同僚性を踏まえた支援機能を
もったメンターチーム等の組織がある
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メンターチーム等は主に
どのような組織で運営されているか
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メンターチームとして
独立の組織運営をし
ているが最も多い

リーダーの経験年数
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採用４～７年が
最も多い



17

活動の頻度
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４回以上 ３回 ２回 １回 ２か月に１回 ３～４か月に１回 ５～６か月に１回 それ以下

月に１回が
最も多い

メンターチーム等についての課題

• 研修時間の確保

• ベテランや主幹教諭をどう関わらせるか

• 学校全体で取り組む体制づくり

• ミドルリーダーの育成

• 内容の充実

等
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教育委員会事務局から
どのようなOJT支援が必要か

• 講師の派遣

• 実践例の紹介

• 情報交換の場

• リーダーの育成

• メンターを対象としたハマアップの講座

など

「教師力」 向上の鍵
「メンターチーム」が教師を育てる、学校を変える！

出版社: 時事通信出版局 (2011/04) 
ISBN-10: 4788711583 
ISBN-13: 978-4788711587 
発売日： 2011/04 

36
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８⽉１⽇ ⽇本経済新聞 ⼣刊８⽉１⽇ ⽇本経済新聞 ⼣刊37

38

◆教員のキャリアステージに
おける人材育成指標 及び
教員研修体系の再構築

38
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「教員のキャリアステージにおける
⼈材育成指標」の改訂のポイント

(1)今求められる資質能⼒の明確化

(2) 「経験年数」から「３つのステージ区分」へ
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「教員のキャリアステージに応じた
教員研修体系」の再構築のポイント

(1)求められる役割に応じたステージ毎の研修

(2) 研修の受講年次の弾⼒化

(3) ＯＪＴの充実･強化

横浜型育ち続ける学校 校内⼈材育成の鍵ガイド編

７ ページ
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横浜型育ち続ける学校 校内⼈材育成の鍵ガイド編

７ ページ

研修の質を確保しながら３割削減

◆教職員の負担軽減の視点からも、目的や内容が重複する研
修の整理・統合などを含めた効率的・効果的な研修実施が求め
られている。

○教職員研修の内容、時期及び対象者などの全体像を把握し、
一元的に整理・調整。

○各課･室等が実施している教職員研修を環境変化に対応して
見直し・検討を促すとともに、効率的・効果的な研修実施を担保
する。
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削減取組実績 削減後実数 実施率
（対25年度比・26年度比）25年度 26年度 27年度

教職員育成課 １０６ ８０ ４９ ４６％

指導企画課 ― ２３２ １６４ ７１％

人権教育・児童生徒課 ６９ ６６ ６０ ８７％

健康教育課 ― ４４ ４２ ９５％

高校教育課 ― ６ ４ ６７％

４５７ ３１９ ７０％

教職員研修調整機能の在り方に関する検討

「教職員のキャリアステージ」に応じた教職員研修

●教育公務員特例法に基づいて実施し、教職員としての使命感、
幅広い識見や実践力を高める。

●教職員としての自己課題の明確化と課題解決を図り、資質の
向上を図るとともに、自己のキャリア・ステージの見通しをも
たせる。
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横浜型初任者育成研修

初任者研修 校内研修300時間

校外研修 15日

初任２年目研修 校内研修 2日

校外研修 4日

初任３年目研修 校内研修 2日

校外研修 4日

３年間で教職生活の基盤をつくるとともに、
教職員としての資質能力の向上を図る

47

授業力
学習指導の実践（１）～（４）

中高指導と評価

校外研修(法定悉皆）

初任者研修

48
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人権教育

児童生徒理解・人権教育

特別支援教育の基礎

特別支援学校体験研修

児童生徒理解

校外研修(法定悉皆）

初任者研修

49

小学校水上安全

小学校体育の安全

安全

中高安全

地域防災拠点動員訓練

小学校理科の安全

校外研修(法定悉皆）

初任者研修

50
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宿泊研修

コミュニケーション

校外研修(法定悉皆）

初任者研修

51

人間関係づくり
集団行動研修
野外炊飯
課題研修
ボランティア活動

５年経験者研修
→リーダーシップ開発研修
４年目から１０年目までに受講

 授業力向上
 短期企業等研修派遣
 小中一貫教育推進ブロック児童生徒理解研修
 小中一貫教育推進ブロック代表授業研究会

教員としての資質・能力のさらなる向上
グループリーダーへ向けた新たな自覚
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１０年経験者

→人材育成マネジメント研修
（法定悉皆研修）

１１年目から１３年目までに受講

＜個々の能力・適性に応じて教員
としての資質能力の向上を図る＞
教職専門性の向上
グループリーダーとしての自覚を高める

●これからのスクールリーダーの養成。

●学校運営力向上と職能開発。

●学校運営の中核を担うとともに、地域や学校
間連携を推進するミドルリーダーとして。

●授業に関する専門性及び教職員指導力の向上、学校運営参
画力の向上を図る。
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初任者

２年目

３年目

リーダー
シップ開

発

人材育成マ
ネジメント

エキス
パート

管理職 主幹教諭

指導・助言 助言

ファシリテーション
人材育成 ＷＳ

組織づくり

企画・運営

校内人材育成事例

ビデオによる授業のふりかえり
校内人材育成事例

ビデオによる授業のふりかえり
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校内人材育成事例

ロールプレイによる対応研修
校内人材育成事例

ロールプレイによる対応研修
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校内人材育成事例

理科実技研修
校内人材育成事例

理科実技研修
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校内人材育成事例

音楽実技研修
校内人材育成事例

音楽実技研修
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校内人材育成事例

初任者の悩みにこたえる研修
校内人材育成事例

初任者の悩みにこたえる研修

60
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校内人材育成事例

重点研をふりかえる研修
校内人材育成事例

重点研をふりかえる研修
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ヒント編・ガイド編を学校に配付
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①⽬標咀嚼
⽬標 / 課題を意識させる

②ストレッチ経験
どんなに⼯夫でも
背伸びでもいい
⽇常を超えるストレッチ
経験をしているか？

③内省を促す
振りかえりを促す

①目標咀嚼

②ストレッチ
経験

（背伸び）

③内省
（振り返り）

横浜型育ち続ける学校 校内⼈材育成の鍵ガイド編

４ ページ



33

学
び
続
け
る
教
職
員

自ら高める！

目標と関連した
研修を選ぶ

振り返り
次の課題
(目標）へ

研修の評価

65

研修の評価
 振り返りシート

 記録・報告書
サポートブックに記録
報告書・・・研修後１週間以内に作成
（指導教員・管理職に⾒せてから提出）

研修で学んだことを報告し共有

研修の評価

66
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ストレッチのある経験ストレッチのある経験

10年次教員への意識調査から

「校長・副校長の人材育成」の基本的な考え方

横浜市学校管理職育成指針
平成２２年度策定

管理職候補者及び管理職として「経営マネジメント」
「組織マネジメント」に重きを置いた自己開発を基盤と
した機能的、体系的な人材育成を目指す

育成・能力開発 人事・評価

目標管理による自己開発

教職員のキャリアステージに応じた研修体系
学校経営推進会議の活用

人事評価システム
処遇制度 ・管理職の人事配置
選考・登用

自己目標の設定 実践による能力開発
自己評価と改善 新たなチャレンジと評価

校外での研修（offｰＪＴ） 職場教育（ＯＪＴ） 自己開発（SD）
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横浜市⽴学校管理職⼈材育成指針
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「教職員のキャリアステージ」に応じた教職員研修

●これからのスクールリーダーの養成。

●学校運営力向上と職能開発。

●学校運営の中核を担うとともに、地域や学校
間連携を推進するミドルリーダーとして。

●学校経営の実践に学ぶ。

●特色ある経営を目指したトップマネジメントの構築。

●副校長の実務を通じた業務スキルの習得。

●学校経営に関わるマネジメント力の向上。

●広い視野に基づいた学校経営の習得。
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民間マネジメント研修派遣

目的 ～次期の校長に向けて～
＜学校経営に関わるマネジメント力の向上＞

民間の研修機関（ビジネススクール等）に派遣し、リーダー
シップとマネジメント力を高め、教育課題を解決する幅広い視
野と高い識見を養うとともに、自らの課題や強みを再確認し、
長期的・短期的視点に立った、学校経営力の向上をめざす。

２ 概要
２年目副校長

民間の研修機関で行われる
経営マネジメント等の講座を
企業の管理職とともに学ぶ。
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民間マネジメント研修派遣

・「働きがいのある組織」にするための管理職
・リーダーシップと人材育成マネジメント
・メンバーの才能と能力を最大限に生かすには
・部下を育てるマネジメント ・チーム・ビルディング
・チームで目標を達成するためのプロセスマネジメント
・方向性を示し、結果を出し続けるリーダーとしての役割

民間研修機関で受講内容例

２年目副校長研修で報告
副校長会で積極的に発信

自分の学校で実践
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